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げることができる。
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１ はじめに

わが国の宿泊業界において，ネット直販比率の
向上（牛場・酒井・齋藤・志方, 2016 ;青木・植
竹・佐々木, 2018）を背景としたレベニューマネ
ジメントの導入は急速に進展している。もはやそ
の導入期は終了し，レベニューマネジメントそれ
自身の質を問う段階に入っていると言えるだろ
う1）。ただし，多くの施設で導入されていたとし
ても，レベニューマネジメントを 1つの経営手法
としてとらえたとき，その導入目的および運用の
形態は様々である。一方で，近年の多様なステー
クホルダーに対する意識の高まりに合わせて，レ
ベニューマネジメントの成果尺度としての KPI

（Key Performance Indicator ;重要業績指標）お
よびその利用方法もまた変化していかざるを得な
い。ステークホルダーが異なれば，その求めるも
のも異なる。組織は数多くの性格の異なるステー
クホルダーを抱えているが，重要度の高いステー
クホルダーからの要請が変化すれば，経営手法の
運用方針も変化せざるを得ない。
レベニューマネジメントについても，同様の現
象が起こっている。口コミサイトの普及によっ
て，重要なステークホルダーである顧客からのレ
ピュテーション（評判）は可視化されるように
なった。その結果，経営者は，可視化されたレ
ピュテーションを様々な意思決定や業績評価に利
用できるようになった。同時に，このレピュテー
ションは潜在的な顧客（将来の新規顧客）によっ
ても共有され，宿泊施設の選択などの意思決定に
利用されている。このような変化に応じて，レベ
ニューマネジメントの実施の責任者であるレベ
ニューマネジャーは，レベニューマネジメントと
いう経営手法の運用方針を変化させる必要が生じ
てきている。本稿の目的は，これまで短期的な収
益最大化の手法と位置付けられてきたレベニュー
マネジメントを，株主，不動産のオーナー，顧
客，従業員という多様なステークホルダーを想定

した中・長期的な収益管理の方法としてとらえ，
その方向性について 1つの試論を提示することに
ある。
本稿の流れは，以下の通りである。2節では，

レベニューマネジメントについて概説し，従来の
レベニューマネジメントが短期的な経済価値を要
求するステークホルダーを想定した手法であった
ことと，組織内におけるレベニューマネジャーの
位置づけについて確認する。3節では，近年の多
様なステークホルダーを意識する流れについて説
明したうえで，レベニューマネジメントの経営手
法としての位置付けが変化しつつあることを述べ
る。4節では，筆者らが実施したインタビュー調
査に基づき，この変化について検証する。5節で
は，本稿の内容をまとめる。

２ 短期的収益の最大化の手法としての
レベニューマネジメント

2．1 レベニューマネジメントの定義とその特徴
本節では，レベニューマネジメントの定義およ
びその特徴について説明する。レベニューマネジ
メントの従来の定義は，それがホテル業界を対象
としたものであっても，より広範な業界を対象と
したものであっても，短期的な収益の最大化を目
的としている点に特徴がある2）。たとえば，Ng

（2008）はレベニューマネジメントを広義に捉え，
「サービス業者のキャパシティを販売することで
得られる最大の収益を獲得する実務」と定義して
いる。Ng（2008）による定義は，有限のキャパ
シティを前提とした収益管理実務を全て含む，広
範な実務を包含している。また，Phillips（2005）
および小林・伊藤・清水・長谷川（2017）は，
「時間の経過を視野に入れながら，異なった価格
クラスにキャパシティを割り当てることによって
収益の最大化を図る方法」であると定義してい
る。この定義の特徴は，販売価格帯の異なる複数
の顧客セグメントの存在を想定していることと，
キャパシティの最適な配分を通じて収益の最大化
を意図していることにある。また，予約販売の開
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始時点から販売時点までの間で，キャパシティの
配分の変更を頻繁に行うことを想定している。
Kimes and Wirts（2013）は，「適正なキャパシ
ティを，最適な顧客に対して，最適な場所で最適
なタイミングで配分するために，情報システムと
価格戦略を適用すること」と定義している。この
定義は，キャパシティの最適配分が重要であり，
そのための手段として価格戦略を用いるべきこと
が示唆されている。これらの定義は，重視してい
る点に若干の違いはあるものの，有限のキャパシ
ティの割り当てを通した収益の最大化をその目的
としている。
本稿の対象であるホテル業に限定した定義とし
て，Donaghy and McMahon（1995）は，「あらか
じめ定めたマーケットセグメントに対して，最適
な価格で利用可能な客室というキャパシティを配
分することを通じて，ネット・イールドの向上を
狙いとする，収益最大化技法」と定義づけてい
る。また，Hayes and Miller（2010）は，「レベ
ニューマネジメントとは，限りある商品やサービ
スを最適な顧客に最適な価格で最適な場所とタイ
ミングで提供するための価格設定による売上の最
適化戦略である」と定義している。両方の定義に
共通する特徴は，最適な価格のコントロール（ま
たは，価格のコントロールとキャパシティ配分と
の両方）を通じて，売上の最大化の実現を試みて
いる点にある。これらの定義から，従来のレベ
ニューマネジメントの目的は，資源の最適な配分
を通じた，短期的な収益の最大化にあることが分
かる。
有限のキャパシティから得られる短期的な収益
性を測定するためには，KPIとして RevPAR

（Revenue per Available Rooms ;販売可能客室 1

室あたり売上）を用いればよい3）。これはキャパ
シティの増減がない限り，RevPARは売上高に比
例するためである。下の式に示すように，
RevPARは平均客室販売単価（Average Daily

Room Rate ; ADR）と客室稼働率（Occupancy

Ratio ; OCC）という 2つの構成要素に分解する
ことができる（Okumus, 2004 ; Tranter, et al.,

2009）。また，ADRと客室稼働率という 2つの構
成要素はトレードオフの関係にあるので，
RevPARを向上させるためには両者をバランスよ
く追求する必要がある。

RevPAR ＝ 客室売上 ÷ 販売可能な客室数
RevPAR ＝ 平均客室販売単価（ADR）×

客室稼働率（OCC）

2．2 レベニューマネジメントとステークホル
ダーとの関連
次に，レベニューマネジメントの定義をステー
クホルダーと関連づけると，従来のレベニューマ
ネジメントの定義およびその目的は，株主（投資
家）や不動産のオーナーといった経済価値の短期
的な最大化を要求するステークホルダーの要請と
合致する4）。また，経営者は株主によって経営を
委任されている立場であるため，株主の意向の影
響を受ける。総支配人や GM（General Man-

ager）といった宿泊施設の責任者の人事を決定
し，業績評価を実施するのは経営者層であるか
ら，彼らも間接的に株主の意向の影響を受けるこ
とになる。
株主，オーナー，経営者および総支配人といっ
た比較的，短期的な経済価値の最大化を重視する
ステークホルダーの要請に応えることを想定する
従来の考え方に従えば，レベニューマネジャーは
目標 RevPARの達成もしくは予算売上高の達成を
意識すればよかった。
一方，顧客については，新規顧客の獲得に向け
た活動は CRM（Customer Relationship Manage-

ment），既存顧客の維持はロイヤルティ・プログ
ラムといった経営手法を，異なる責任者が実施す
ればよく，レベニューマネジャーの多くは関心を
持っているものの直接的な影響はなかった。また
従業員については，企業としては従業員満足
（Employee Satisfaction ; ES）の追求が重視され
てきたが，その目的は従業員の離職率を低下させ
ることであり，レベニューマネジャーは強い関心
を有してこなかった。
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2．3 組織内におけるレベニューマネジャーの位
置付け
本節では，レベニューマネジメントの運用を担
当しているレベニューマネジャーに着目し，その
権限と位置付けについて考察を行う。まずレベ
ニューマネジャーの位置付けを組織図の観点から
みると，図表 1に示されるように大きく分けて 3

つのケースに分類することが可能である（植竹・
青木，2015）。
ケース 1は，レベニューマネジャーは従来の組
織には所属せず，総支配人直属として組織全体を
統括しているケースである。最もレベニューマネ
ジャーの権限が強い形態で，レベニューマネジメ
ントの概念を社員全体で共有できている場合はう
まく機能するが，そうでない場合は，販売活動を
行う際に営業部等と衝突が起きる場合も想定され
る。ケース 2は，営業部の中にレベニューマネ
ジャーがいるケースである。リアルエージェント
経由の売上の比率が高く，OTA（Online Travel

Agent ;インターネット上だけで取引を行う旅行
代理店）の比率が低いホテルにみられる。この場

合のレベニューマネジャーの権限はそれほど強く
なく，その範囲が OTAと自社サイトで販売する
枠内だけの場合もある。ケース 3は，OTAの割
合がケース 2のホテルより高く，収益の主要な柱
の一つとして認識されている場合で，レベニュー
部の部長としてレベニューマネジャーがいるケー
スである。ただしこの場合も，レベニューマネ
ジャーの権限の範囲は OTAと自社サイトで販売
する枠内だけにとどめられていることが多い。

３ 多様なステークホルダーを想定する
レベニューマネジメント

3．1 多様なステークホルダーを想定した経営手
法の運用形態
近年，多くの企業が，3つ以上の多様なステー
クホルダー，いわゆるマルチステークホルダーを
意識した経営を行うように変化している。短期的
な視点で企業価値を捉える株主（投資家）にとっ
て，企業価値は貨幣価値に換算可能な経済価値で
あると捉えることが可能である。しかし，バラン

図表 1 レベニューマネジャーの位置付け

出典：植竹・青木（2015）
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スト・スコアカード（Balanced scorecard ; BSC）
の説明で後述するように，経済価値を生み出す過
程には，様々なステークホルダーが関与する。そ
して，異なるステークホルダーは異なる企業価値
を期待する。このような変化を前提とすると，組
織におけるレベニューマネジメントの位置づけ，
レベニューマネジャーによるレベニューマネジメ
ントの運用方針も変化する。
多様なステークホルダーを想定した経営を行う
のであれば，経営の一貫性を確保するために，重
要な経営手法の運営方針も変化させる必要があ
る。多様なステークホルダーを想定した経営手法
の運用方針は，以下の 3つのタイプに分類するこ
とが可能である。
第 1のタイプは，その経営手法自体が，開発時

点から，多様なステークホルダーを想定して設計
されているものである。第 1のタイプの例として
は，バランスト・スコアカードをあげることがで

きる。バランスト・スコアカードは，ステークホ
ルダー・アプローチをとる企業の戦略の策定・実
行と業績評価のシステムである。バランスト・ス
コアカードは 4つの視点が設定されており，それ
ぞれの視点がその組織のステークホルダーと結び
つくとされている。財務の視点の背後に株主，顧
客の視点の背後に顧客，内部プロセスの視点の背
後には経営者，学習と成長の視点の背後には従業
員を想定しており，これが重要な役割を果たして
いる（櫻井, 2019）。その結果 4つの視点におい
て設定されている戦略目標を，因果連鎖を通じて
達成することを通じて，各種のステークホルダー
の要請を満たすことができる（図表 2を参照）。
第 2のタイプは，その経営手法は特定のステー
クホルダーのみを想定しており，その他の経営手
法との組み合わせを通じて多様なステークホル
ダーの要請に対応するケースである。この場合，
その経営手法の運用者よりも上位の経営管理者

図表 2 4つの視点間の因果関係とステークホルダーの関係

出典：筆者作成
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が，複数の経営手法から得られた情報をもとに，
全体最適を図ることになる。たとえば，顧客とい
うステークホルダーを想定する CRMなどがこの
タイプに該当する。前節で考察したように，短期
志向であり収益最大化を目的とした従来のレベ
ニューマネジメントは，この第 2のタイプに該当
する。
第 3のタイプは，その経営手法は特定のステー

クホルダーのみを想定して開発されていたとして
も，この手法の運用方針の変更を通じて，そのシ
ステムの運用責任者が多様なステークホルダーの
要請に対応する運用を行うケースである。第 3の
タイプの場合，運用方針の変更に伴い，当該経営
手法が想定するステークホルダーや KPIも変更
されることになる。次項で考察するように，近年
のレベニューマネジメントの運用方針を取り巻く
変化は，この第 3のタイプに該当すると考えられ
る。

3．2 多様なステークホルダーを想定したレベ
ニューマネジメント
前述したように，レベニューマネジメントは，
株主（投資家），オーナー，経営者，総支配人を
主要なステークホルダーとして想定した短期的な
収益最大化のための手法として開発され，発展し
てきた。前項の分類に従えば，第 2のタイプとし
て運用されてきたと言える。しかし，インター
ネットの進展に伴うネット直販比率の増加，そし
て口コミサイトにおける顧客によるレピュテー
ション（評判）の可視化および潜在的顧客への共
有が，レベニューマネジメントの運用方針に変化
をもたらしている可能性がある。
レベニューマネジメントの中核的な要素である
価格設定と顧客によるレピュテーションの数値と
の間には，密接な関係が存在する。また，レピュ
テーションと価格設定の関係には，企業にとって
負の側面と正の側面とが存在する。
負の側面をみると，短期的な収益の最大化の追
求は，レピュテーションの低下を通じてそのビジ
ネスの存続を危うくする可能性がある。繁忙期ま

たは販売が好調である時期において，未利用の
キャパシティ（たとえば，未販売の客室）から得
られる収益を最大化することを目的として，提供
するサービスを変化させることなく価格だけを急
激に上げると，顧客や潜在的な顧客といった重要
なステークホルダーによるレピュテーションを棄
損してしまい，既存顧客の離反が生じる可能性が
ある。その結果，RevPARの値は長期的には低下
する。
一方で，正の側面をみると，肯定的なレピュ
テーションの構築は，収益の平準化，稼働率の向
上，価格弾力性の低下に正の影響を及ぼす
（Wang, et al., 2015; Edwin and Dipendra, 2016;

Karen et al., 2016; Anderson, 2012）5）。結果とし
て，良好なレピュテーションの構築は，平均販売
単価の向上や顧客の維持率といった要因に対して
貢献する。顧客による評価は，認識したサービス
の質（ハードウェアとソフトウェアとの両方を含
む）と価格という 2つの要因から形成される。し
たがって，レベニューマネジメントを通じた価格
設定は，顧客からのレピュテーションに非常に大
きな影響を及ぼす。
顧客によるサービスの評価は，対応した従業員
との良質なインタラクションによっても大きな影
響を受ける（Heskett, et al., 1994）。したがって，
中・長期的に宿泊施設のレピュテーションを向上
させ，適正な価格帯を維持するためには，従業員
を動機付け，良質なインタラクションを生み出す
ように促す必要がある。価格をコントロールする
立場にあるレベニューマネジャーにとって，サー
ビスを提供する第一線の従業員もまた，重要なス
テークホルダーということになる。
しかし，現状では，多くのレベニューマネ
ジャーはサイト上のレピュテーションのスコア
（自社のスコアおよび競合他社のスコア）を意識
してはいるものの，スコアの向上のための方策を
レベニューマネジメントの運用には取り入れてい
ない（植竹・青木, 2017）。そこで，次節ではイ
ンタビュー調査を通じて，レベニューマネジャー
が多様なステークホルダーをどの程度意識してい
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るのかを明らかにする。

４ インタビュー調査

前節では，レベニューマネジメントは，その運
用において多様なステークホルダーを想定すべき
であることを指摘した。本節では，筆者らが実施
した 3社に対するインタビュー調査の結果を示
す。インタビュー調査の形式は，半構造化方式に
基づくインタビューである。調査の概要は，以下
の通りである。

ホテル A
インタビュー日：2019年 1月 28日
インタビューイー：営業企画部シニアマネ

ジャー

ホテル B
インタビュー日：2015年 11月 3日，2017年

12月 27日
インタビューイー：レベニューマネジャー

ホテル C
インタビュー日：2018年 9月 14日
インタビューイー：宿泊部宿泊支配人

図表 3 インタビュー調査を行ったホテル

出典：筆者作成

インタビュー調査における質問項目は，以下の通
りである。

・レベニューマネジャーとして重視している項目
の変化
・レベニューマネジャーとして重視しているス
テークホルダーの変化

4．1 ホテル Aのケース
ホテル Aのインタビューイーは，関西地区の
複数のホテルのレベニューマネジメントを担当し
ている。
想定している社外のステークホルダーは，顧
客，株主，オーナー（不動産の所有者）である。株
主及びオーナーは GOP（Gross Operating Profit）
を注視しているので，レベニューマネジャーとし
て GOPに対して売上の面からどの程度貢献でき
るかを意識している。レベニューマネジメントの

運用に関してオーナー以外は口出ししてくること
はほとんどない。ただし，ダイナミックプライシ
ングや日々のアロットコントロールについての指
示はない。目標 GOPの達成が最大の目標であ
り，KPIの数値については方針と違っていないか
の確認はある。
顧客視点で日々のレベニューマネジメントの運
用の際に意識することは，価格と顧客満足度の相
関性，中・長期的にはホテルの開業時などのブラ
ンドを構築する局面である。どのセグメントを
狙っていくのかを考える際に重視される。このブ
ランドに基づいて予算が決まると，目標とするプ
ライスレンジが決定される。これがレベニューマ
ネジメント実施の前提となる。ただし，近年の状
況だと，CRMも重視されてきているので，リ
ピーター対策も含め流動的に対応することが必要
である。また，ブランドの維持という観点から
は，どのようなセグメントの顧客がホテルを利用
しているかも注視している。
レベニューマネジメントの運用にあたり，社内
のステークホルダーとしては，組織のトップであ
る総支配人を意識している。レベニューマネジメ
ントの実施において，総支配人の意向は意識せざ
るを得ない。
また，直接的なステークホルダーではないが，
従業員については，部門長を通じて ADRや稼働
率などの情報を日次で共有し，後述するレピュ
テーションの向上につなげている。また，フォー
キャスト（将来の売上予測）についても，週次で
部門長と共有している。
レベニューマネジメントの運用については，通
常の（売上）予算達成のためのものと，利益の部
分のための 2種類のものが必要であると考えてい
る。後者は，人事や購買といった他部門とも協力
して，各部門のフォーキャストを共有しながら全
体の利益の最大化を図る必要性を感じている。
また，その他に考慮すべきプレイヤーとして，
リネンや清掃に関連する企業といった取引先があ
る。客室稼働率が契約条件に関連するので，小規
模のホテルの場合は，売上を多少犠牲にしても一
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定の稼働率を維持する必要が出てくるケースもあ
る。

OTAやリアルエージェントについては，強く
意識はしていないものの，レベニューマネジメン
トの実施に際しては必要不可欠であり，海外
OTAなどの手数料の値上げや，グローバル化に
伴う顧客のミックスが変わってきている点は今後
の販売の中で対応を考える必要があると思ってい
る。
顧客によるレピュテーションの数値についてで
あるが，価格決定に当たって直接的に活用するこ
とはないが，高需要期の販売価格と価格感応度
（PSM ; Price Sensitivity Measurement）について
は意識している。そのため，競合他社の口コミの
点数は注視している。自社のレピュテーションの
数値を向上させるためには高需要，高単価での販
売時に高付加価値サービスを提供する必要や人員
の増員などがあり，人件費が追加で発生するケー
スが予想されるので，レピュテーションの数値を
低下させないことを意識しながら責任者と連携し
ている。つまり，レピュテーションの数値につい
ては，いくらで宿泊したときの数値なのかの検証
が重要である。レベニューマネジメントの実施に
よって価格は変動するが，レピュテーションは価
格との関係があるという仮説を意識している。

4．2 ホテル Bのケース
ホテル Bは九州・沖縄地区の大規模なホテル
であり，インタビューイーはレベニューマネジメ
ントを担当している。
レベニューマネジャーに求められる本質は，
リーダーシップであると考えている。数値的根拠
は，組織の上層部，オーナーに対して責任を果た
せればよい。それよりも，従業員に対するコミュ
ニケーションを重視している。スタッフのモチ
ベーションを上げることもレベニューマネジャー
の仕事として重要である。
顧客によるレピュテーションの数値も重視して
いる。レピュテーションが向上すると中期的には
来客数が増加するので，価格を上げることができ

る。したがって，リアルエージェントの社内で蓄
積されている顧客による評価点数も重視している
し，自社の顧客アンケートの結果も重要である。
点数が上昇すればリピーターも増える。ロイヤル
ティが高い顧客は，代理店を通さずに直接予約を
するケースが多いので，代理店に対して手数料を
支払う必要がない。また，リピーターは滞在日数
が長く，合計の支出額も多い傾向がある。ただ
し，顧客にランクをつけることはしていない。し
かし，閑散期に 1万円で来ている顧客と繁忙期に
10万円で来ている顧客とを同じに扱ってはいけ
ないという話はしている。
比較的業績が好調な今のうちにロイヤルカスタ
マーを増やし，リピーターを増加させ，レピュ
テーションも高くなるようなチームを作っていく
ことが必要である。そのために，レベニューマネ
ジャーであっても，従業員を巻き込まなければな
らない。
さらに顧客については，近年の稼働率の高さを
考えると手数料のかからない自社サイトによる直
接予約を増やしていくという流れになってきてい
る。具体的には，OTAに対するレートパリティ6）

の徹底と，会員組織を強化して自社サイトが必ず
どこのサイトよりも安くなる仕組みを作り，会員
を増やす活動をしている。
デスティネーションとしてのエリアも重視して
いる。ホテルのブランドだけでなく，エリアのブ
ランドを強く意識している。

4．3 ホテルCのケース
ホテル Cは九州・沖縄地区の大規模なホテル
であり，インタビューイーはレベニューマネジメ
ントを担当している。
現在は，売上に占めるリアルエージェント経由
の比率が高い。したがって，顧客によるレピュ
テーションとしては，リアルエージェントに蓄積
されている評価を重視している。今後，リアル
エージェントの比率を低めて OTA経由の売上の
比率が高くなれば，OTAのレピュテーションを
重視したい。

専修マネジメント・ジャーナル Vol.９ No.１

22 多様なステークホルダーを考慮したレベニューマネジメントについての考察



従業員への意識づけは，サービスの質を向上さ
せるために，レベニューマネジャーとして重視し
ている。顧客からの評価の高いコメントは共有し
て，従業員のモチベーションを向上させようとし
ている。稼働率，ADR，RevPARといった数値
は，宿泊部のスタッフに日次で伝えるようにして
いる。従業員に対する意識づけは非常に重要であ
る。
また，RevPARを向上させるための従業員に対
する働きかけとして，アップセルを促すことを重
視している。KPIとしてアップセルの実績を経常
的に測定し，報いることで，ADRを向上させる
ことが可能である。このように，従業員の意識の
向上は，レベニューマネジメントの成果に影響を
及ぼす。
また，レベニューマネジャーとして重要なス
テークホルダーと認識しているのが，ベッドメイ
キングなどのサービスを提供する取引先である。
なぜならば，人材不足により支払手数料が急激に
増加しているからである。これらのコストの増加
分を，年間を通じてどのように回収するかが問題
である。また，ベッドメイキングの人員が足りな
い日が，どうしても生じてしまう。その場合は，
仮により高い稼働を見込めるとしても，予約の受
注を諦めざるを得ない。このような状況が生じる
と，レベニューマネジャーとしての理想を常に追
求できるわけではない。

５ 考察と今後の課題

5．1 レベニューマネジャーの役割およびKPI の
変化
本稿では，多様なステークホルダーの想定に伴
い，レベニューマネジメントのあり方，レベ
ニューマネジャーの役割がどのように変化するか
について検討した。インタビュー調査の結果も踏
まえてレベニューマネジャーの役割の変化をまと
めると，（1）宿泊収入の最大化だけでなく，施設
全体のトータルレベニューの追求，（2）多様なス

テークホルダーを想定した，中・長期的な収益の
最大化の 2点をあげることができる。
第 1に，レベニューマネジャーの役割は，宿泊
部門の収益の最大化ではなく，他部門も含めた施
設全体の収益の最大化を追求するように変化して
いる。異なる部門は，自部門の業績の向上を追求
し，部分最適に陥りやすい。2.3節において，レ
ベニューマネジャーの組織内における位置付けの
変化を考察したが，とりわけケース 1のレベ
ニューマネジャーは，様々なステークホルダーの
要請を考慮しながら，組織の全体最適を図る必要
性が高まっている。
第 2に，多様なステークホルダーの要請を想定
して，レベニューマネジャーは，短期的な収益の
最大化と中・長期的な収益および利益の最大化と
の両方を追求する必要が生じている。つまり，レ
ベニューマネジャーの権限および期待される役割
は，短期的な目標 RevPARや売上予算の達成だけ
でなく，中・長期的な時間軸で考えるべき顧客関
係性の構築やその顧客によるレピュテーションの
管理，レピュテーションに大きな影響を及ぼす従
業員の意識の醸成などへと拡大しつつある。ま
た，インタビュー調査からも明らかなように，外
部の取引業者（サプライヤー）との継続的な関係
性の維持，地域社会との関係などを意識しつつ，
株主・オーナー・GMといった従来のステークホ
ルダーだけでなく，顧客（および潜在的な顧客），
従業員，競合他社などの多様なステークホルダー
を考慮しながら，レベニューマネジメントを運用
する必要がある。多様なステークホルダーと時間
軸を考慮に入れた場合の，レベニューマネジャー
が考慮すべき KPIをまとめたものが，図表 4で
ある。
図表 4からも明らかなように，これまで短期的
な経済価値の最大化を要求するステークホルダー
を想定し，短期的な収益拡大のために運用されて
きたレベニューマネジメントは，今後，多様なス
テークホルダーの要請を考慮しながら中・長期的
な利益を生み出すように運用していかなければな
らない。企業はレピュテーションの構築および毀
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ADR 同伴係数

競合宿泊施設のADR 競合他社

従業員

地域におけるシェア

RevPAR

RGI
トータルレベニュー

株主
オーナー
GM

短期的な視点

中・長期的な視点

収益 販売価格

販売機会

稼働率 リピート率

連泊率

販売客室数

口コミ

NPS®

CS

顧客
レピュテーション

ソフトウェアの口コミ

ハードウェアの口コミ

ES

離職率

サービスの質

潜在的な顧客数

損も踏まえた価格設定を行うことが重要である。
レピュテーションの構築には時間を要するが，レ
ピュテーションの毀損は短時間で生じてしまう。
したがって，レベニューマネジャーは短期的な収
益の最大化を一時的に犠牲にしても，中・長期的
な利益を追求する必要もあるかもしれない。短期
的な収益の最大化を重視するステークホルダーに
対して，レベニューマネジャーがそのような運用
方針を納得させるためには，なぜ中・長期的なレ
ピュテーションの構築を重視することが企業価値
の構築に貢献するかを示し，KPIを明確に設定し
て管理することが重要になるだろう。

5．2 今後の課題
最後に，今後の課題について述べる。本稿で考
察したこれらの変化は，まだ途についたばかりで
ある。多くのレベニューマネジャーは，顧客の評
価の可視化がもたらす影響について意識してはい
るが，具体的な運用方法は変更していない。した

がって，現状では先進的な事例も限られている。
今後は，より多くの事例を収集してモデルの精緻
化を行う必要がある。また，質問票調査等を通じ
て，これらの変化を定量的に検証する必要があ
る。
さらに，企業会計基準第 29号の収益認識基準
との関係について考察する必要もあるだろう。こ
の基準はサービスの取引実態に応じた会計処理を
求めているが，レベニューマネジメントによる価
格の変動を売上の減少ととらえるべきか，販売促
進費用の増加ととらえるべきかについては，状況
や実態に応じて判断すべきことになる。また，各
種サービスを包含した宿泊プランについても，そ
の対価の区分が求められることになる。会計処理
方針の変更は数値に大きな影響を及ぼすことにな
るため，このような基準の改訂がレベニューマネ
ジメントの運用に影響を及ぼしている可能性があ
る。この点についても，稿を改めて検討したい。

図表 4 ステークホルダーと時間軸とを考慮に入れたレベニューマネジメントのKPI

出典：植竹，青木（2018）を一部修正
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●注
1）青木・植竹・佐々木（2018）による，日本の客室数

100室以上の宿泊施設を対象とした 2017年の調査によ
ると，回答施設の 78.6％が需要予測を伴うレベニュー
マネジメントを実施していた。一部の宿泊特化型ホテル
チェーンのように，政策的に価格変更を実施していない
宿泊施設も多数存在することを考慮すると，潜在的にレ
ベニューマネジメントを導入可能な施設の多くにおい
て，その導入は完了していると考えられる。

2）レベニューマネジメントは，航空業界にその起源を有
する。現在では，宿泊業界だけでなく，様々な業界に適
用可能である。鉄道，レンタカー，バス，外食，放送，
スタジアム，ゴルフ場など様々な業種で導入されてい
る。事例研究として，佐々木（2019）は，プロ野球球団
におけるレベニューマネジメントについて考察してい
る。また，青木（2019）は，トランクルーム業界，プロ
野球球団，信頼性評価の技術サービスにおけるレベ
ニューマネジメントを取り扱っている。

3）RevPARのほかに，競合他社との相対的な収益性を測
定するために RGI（Revenue Generation Index）が用い
られるケースもある。RGIも RevPARの一形態である。

4）厳密にいえば，株主（投資家）がどの程度，短期的な
経済価値の最大化を重視するかは，株主の性格に依存す
る。また，非上場企業か上場企業であるか，所有と経営
が一致するオーナー企業であるか否かにも依存する。

5）ホテル業界におけるレピュテーションと価格との関係
に関する実証研究については，植竹・青木（2017）を参
照のこと。

6）レートパリティとは，予約経路および予約手段にかか
わらず，顧客からの料金問い合わせに対して同一料金を
提示する料金設定方法のことをいう。
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